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議  案  第  ３４  号  

 

 

財産の取得について  

 

財産を次のとおり取得する。  

 

令和６年３月７日提出  

 

新居浜市長  石  川  勝  行  

 

 

１  取 得 の 物 件  新居浜市学校給食センターコンテナ一式  

２  取 得 の 目 的  老朽化したコンテナ等の厨房機器を更新し、適正な学校給食の実

施を図るため  

３  契 約 の 方 法  一般競争入札  

４  取 得 価 格  ６，３２５万円  

５  契約の相手方  松山市余戸東一丁目１０番地  

四国厨房株式会社  

代表取締役  宮  田  幸  重  

 

提案理由  

新居浜市学校給食センターコンテナ一式を取得するため、新居浜市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、本案を提出する。  
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参照条文  

 

新居浜市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（抜  粋）  

 

（議会の議決に付すべき財産の取得又は処分）  

第３条  地方自治法第９６条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければなら

ない財産の取得又は処分は、予定価格２，０００万円以上の不動産若しくは動産の買

入れ若しくは売払い（土地については、１件５，０００平方メートル以上のものに係

るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。  
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議  案  第  ３５  号  

 

 

財産の取得について  

 

財産を次のとおり取得する。  

 

令和６年３月７日提出  

 

新居浜市長  石  川  勝  行  

 

 

１  取 得 の 物 件  新居浜市学校給食センター食缶一式  

２  取 得 の 目 的  食缶を更新し、適正な学校給食の実施を図るため  

３  契 約 の 方 法  一般競争入札  

４  取 得 価 格  １，９５８万９９円  

５  契約の相手方  松山市北井門二丁目１２番７号  

日本調理機株式会社松山営業所  

所長  山  本  稔  

 

提案理由  

新居浜市学校給食センター食缶一式を取得するため、新居浜市議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、本案を提出する。  
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参照条文  

 

新居浜市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（抜  粋）  

 

（議会の議決に付すべき財産の取得又は処分）  

第３条  地方自治法第９６条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければなら

ない財産の取得又は処分は、予定価格２，０００万円以上の不動産若しくは動産の買

入れ若しくは売払い（土地については、１件５，０００平方メートル以上のものに係

るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。  
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議  案  第  ３６  号  

 

 

新居浜市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和６年３月７日提出  

 

新居浜市長  石  川  勝  行  

 

 

新居浜市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市国民健康保険条例（昭和３５年条例第９号）の一部を次のように改正する。  

第７条の３の見出しを「（基礎賦課総額）」に改め、同条各号列記以外の部分中「う

ち一般被保険者（法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等（以下「退職被保険者

等」という。）以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る」を「うち」に改め、同条

第１号ア中「費用（一般被保険者に係るものに限る。）」を「費用」に改め、同号イ中

「附則第２２条」を「附則第７条」に、「県が行う国民健康保険の一般被保険者に係る

ものに限り、県」を「県」に改め、同号カを次のように改める。  

カ  その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費

用を除く。）の額（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健

康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援

金等並びに介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。）の額を除

く。）  

第７条の３第２号イ中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号ウ及びエを次

のように改める。  

ウ  法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金の額  
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エ  その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費

用を除く。）のための収入（法第７２条の３第１項、第７２条の３の２第１項及

び第７２条の３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額  

第８条の見出しを「（基礎賦課額）」に改め、同条中「うち一般被保険者に係る」を

「うち」に、「属する一般被保険者」を「属する被保険者」に、「世帯別平等割額（一

般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一般被保険

者の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割額）」を「世帯別平等割額」に改める。  

第９条の見出しを「（基礎賦課額の所得割額の算定）」に改め、同条第１項中「一般

被保険者」を「被保険者」に改める。  

第１０条の見出し及び同条第１項各号列記以外の部分中「一般被保険者に係る基礎賦

課額」を「基礎賦課額」に改め、同項第２号中「一般被保険者均等割」を「被保険者均

等割」に、「一般被保険者の」を「被保険者の」に改め、同項第３号ア中「一般被保険

者」を「被保険者」に改める。  

第１０条の２を次のように改める。  

（基礎賦課限度額）  

第１０条の２  第８条の基礎賦課額は、６５万円を超えることができない。  

第１０条の３から第１０条の６までを削る。  

第１１条の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課総額）」に改め、同条各号列記以外

の部分中「うち一般被保険者に係る」を「うち」に改め、同条第１号中「部分であって、

県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るもの」を「部分」に改め、同条第２号ア中

「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号イ中「収入（法附則第９条第１項の規

定により読み替えられた」を「収入（」に改める。  

第１１条の２の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額）」に改め、同条中「属する

一般被保険者」を「属する被保険者」に、「世帯別平等割額（一般被保険者と退職被保

険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一般被保険者の属する世帯とみな

して算定した世帯別平等割額）」を「世帯別平等割額」に改める。  

第１１条の３の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定）」に改め、

同条中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。  

第１１条の４の見出し及び同条第１項各号列記以外の部分中「一般被保険者に係る後
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期高齢者支援金等賦課額」を「後期高齢者支援金等賦課額」に改め、同項第２号及び第

３号ア中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。  

第１１条の５を次のように改める。  

（後期高齢者支援金等賦課限度額）  

第１１条の５  第１１条の２の後期高齢者支援金等賦課額は、２４万円を超えることが

できない。  

第１１条の６から第１１条の９までを削る。  

第１２条第２号ア中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号イ中「収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を「収入（」に改める。  

第１５条中「、第１０条の２、第１１条の２若しくは第１１条の５」を「若しくは第

１１条の２」に改める。  

第１６条第１項各号列記以外の部分中「第８条又は第１０条の２」を「第８条」に改

め、同項第２号中「２９万円」を「２９万５，０００円」に改め、同項第３号中「５３

万５，０００円」を「５４万５，０００円」に改め、同条第３項中「第８条又は第１０

条の２」を「第８条」に、「第１１条の２又は第１１条の５」を「第１１条の２」に、

「２２万円」を「２４万円」に、「第２項」を「前項」に改め、同条第４項中「第８条

又は第１０条の２」を「第８条」に改める。  

第１６条の３第１項中「第１０条又は第１０条の４」を「第１０条」に改め、同条第

３項中「第１０条又は第１０条の４」を「第１０条」に、「第１１条の４又は第１１条

の７」を「第１１条の４」に改め、同条第４項第１号中「第１０条又は第１０条の４」

を「第１０条」に改め、同条第６項中「第１０条又は第１０条の４」を「第１０条」に、

「第１１条の４又は第１１条の７」を「第１１条の４」に改める。  

第１６条の４第１項中「第８条又は第１０条の２」を「第８条」に改め、同条第３項

中「第８条又は第１０条の２」を「第８条」に、「第１１条の２又は第１１条の５」を

「第１１条の２」に、「２２万円」を「２４万円」に改め、同条第４項及び第５項中

「第８条又は第１０条の２」を「第８条」に改め、同条第７項中「第８条又は第１０条

の２」を「第８条」に、「第１１条の２又は第１１条の５」を「第１１条の２」に、

「２２万円」を「２４万円」に改め、同条第８項中「第８条又は第１０条の２」を「第

８条」に改める。  
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附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  改正後の新居浜市国民健康保険条例の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料に

ついて適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。  

 

提案理由  

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、保険料の後期高齢者支援金等賦課限度額及

び軽減措置の判定基準の見直しを行うため、並びに国民健康保険法の一部改正により、

退職者医療制度が廃止されることによる所要の条文整備を行うため、本案を提出する。  
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議  案  第  ３７  号  

 

 

新居浜市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和６年３月７日提出  

 

新居浜市長  石  川  勝  行  

 

 

新居浜市介護保険条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市介護保険条例（平成１２年条例第５号）の一部を次のように改正する。  

第５条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、同項各号を次のように改める。  

（１）介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３８条

第１項第１号に掲げる者  ３４，３００円  

（２）令第３８条第１項第２号に掲げる者  ５１，７００円  

（３）令第３８条第１項第３号に掲げる者  ５２，１００円  

（４）令第３８条第１項第４号に掲げる者  ６８，０００円  

（５）令第３８条第１項第５号に掲げる者  ７５，６００円  

（６）令第３８条第１項第６号に掲げる者  ９０，７００円  

（７）令第３８条第１項第７号に掲げる者  ９８，２００円  

（８）令第３８条第１項第８号に掲げる者  １１３，４００円  

（９）令第３８条第１項第９号に掲げる者  １２８，５００円  

（１０）令第３８条第１項第１０号に掲げる者  １４３，６００円  

（１１）令第３８条第１項第１１号に掲げる者  １５８，７００円  
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（１２）令第３８条第１項第１２号に掲げる者  １７３，８００円  

（１３）令第３８条第１項第１３号に掲げる者  １８１，４００円  

第５条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

での各年度」に、「２２，６００円」を「２１，５００円」に改め、同条第３項中「令

和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度までの各年度」に、

「２２，６００円」を「２１，５００円」に、「３７，８００円」を「３６，６００

円」に改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和

８年度までの各年度」に、「２２，６００円」を「２１，５００円」に、「５２，９００

円」を「５１，７００円」に改める。  

第７条第３項中「第３９条第１項第１号イ」を「第３８条第１項第１号イ」に、「又

は第９号ロ」を「、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ又は第１２号ロ」に、「令第３９

条第１項第１号から第９号まで」を「同項第１号から第１２号まで」に改める。  

第１６条ただし書中「地方税法」を「地方税法（昭和２５年法律第２２６号）」に改

める。  

附則第６条中「租税特別措置法」を「租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）」

に改める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  改正後の新居浜市介護保険条例の規定は、令和６年度から令和８年度までの各年度

における保険料について適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお

従前の例による。  

 

提案理由  

新居浜市介護保険事業計画の見直しに伴い、介護保険法施行令等の改正を踏まえた保

険料率等の改定を行うため、本案を提出する。  
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議  案  第  ３８  号  

 

 

新居浜市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定につい

て  

 

新居浜市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和６年３月７日提出  

 

新居浜市長  石  川  勝  行  

 

 

新居浜市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第２３号）の一部を次のよう

に改正する。  

第５条第２項第２号中「８，９００円」を「９，１００円」に改める。  

別表中  

「  

円 

１２，４４０ 

円 

１３，３２０ 

円 

１４，２００ 

１０，６７０ １１，５５０ １２，４４０ 

８，９００ ９，７９０ １０，６７０ 

」を  

「  

円 

１２，５００ 

円 

１３，３５０ 

円 

１４，２００ 

１０，８００ １１，６５０ １２，５００ 
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９，１００ ９，９５０ １０，８００ 

」に改める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  改正後の第５条第２項及び別表の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事

由の生じた新居浜市消防団員等公務災害補償条例第５条第１項に規定する損害補償

（以下「損害補償」という。）並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期

間に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する障害

補償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷病補償年金等」とい

う。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等

を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等

については、なお従前の例による。  

 

提案理由  

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、消防団員等

に対する公務災害補償に係る損害補償の補償基礎額を改定するため、本案を提出する。  


